






















































































































????????????????????。?????? 」 】 〜 ↓?
．????〜?????????????????????














????????????????????????????????????????????。?」???????? ? ???? ? ?』???? ? ? ? ?? ? ? ? ??）? ? ? ????』? ? ?』?? ? ? ???? ? ?《? ?? ? ー ） ??、????】 ．）㌣ 」 ． ? ? ?」 ．】〜 ???」?????????????????????????????．??。。???????????? ? ?????





??。??↑??????????】???????????? ?↓ ? ?。?? ? ???? ?????? ?? ? ?????）．?〕??? ? ? 〕｛??↓???????????????????????。?????）????????????????????
?????? ．??????????? 。??〕??? ??? ? ?? 〜。 ）? ? 、 ↓?? ?． ? ．）」? ? ? ↓】? ??．） ） ?







































































































































































































































1997年‡1 1998年 1999年 2000年
韓国 0／4．2 6／1ユ 5／5 0／0
台湾 0／ユ 0／ユ 1／2 1／ユ
香港 0／25 0／43 0／53 0／2
タイ 0／1 0／7 7／ユ2 0／9
インドネシア 0／1 0／1 3／4 0／ユ
フイリピン 0／3 0／7 0／5 0／3
シンガポール 0／1 0／7 0／22 0／14














































































































































































B5．3 0／2．2 2／1ユ 0／5
イタリア
他．3 0／0 0／0 0／0
B5 0／0・ 0／8 0／4
スペイン
他 0／0 0／0 0／0
B5 0／ユ C／2 0／0
ポルトガル
他 0／0 0／0止 0／0
B5 0／0 0／2 0／2
ギリシヤ
他 ⑪／0 0／2 0／0
＊1：隼度は監査報告書の作成年。
＊2：数字の分母はウェブ上で監査報告書を添付した財務諸表を關示している企業数。分
　　子は警句付き監査報告書の数。
＊3：「B5」はビッダーファイプの略鉋「他」はその他の会計事務所
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British　Telecom社（英国；99年3月決算）のアニュアル・リポートから抜粋
した調整表（reConCiliatiOn　Statement）である22。この表では，それぞれの国の
GAAPに基づいて計算された純利益を米国GAAPに基づいた場合の純利益に
換算している。金額の右隣に示された数値は，比較可能性指数（comparability
index）である。これは，それぞれの国のGAAPによる会計数値が，米国
GAAPに基づいた場合のそれとどの程度乖離しているかを示している23。この
表から分かるように，両社の調整項目の数，純利益額に関する米国GAAPか
らの乖離度ともに，ほぼ同じである。
　また，スペイン企業の財務諸表について実態調査を行ったLainez，Jame　and
Ca1lao［1999］では，スペインのGAAPに基づいた同国企業の財務諸表がIAS
に準拠したものに比べ多くの違いがあることを示している。したがって，会計
基準の国際的相違がレジェンドの付く理由だとすれば，スペイン企業の英文監
査報告書にもレジェンドが付くと考えなければならず，現実の調査結果との整
合性を欠くことになる。
　EU諸国のなかで，イタリアの会計制度に固有の特徴が見出せるのは，むし
ろ監査の領域である。イタリアでは監査には二つの監査がある。ひとつは会計
事務所による外部監査であり，もうひとつは株主総会で選任された複数の監査
役からなる，企業内の監査役会24による内部監査である。とくにEU域内でイ
タリア独特と言えるのは，後者の監査役会による監査が，財務諸表の適正性に
ついての監査など，通常外部監査によって担当される領域をもカバーしている
という点である25。
　イタリアの外部監査は，1975年の大統領令によって制度化され，上場企業に
のみ適用されるようになったが，同大統領令では，この上場企業の監査を担当
するのは会計事務所と定められている沖川，1994，p．164］。一方，監査役会
による監査は，商法典において資本金2億リラ以上の有限責任会社に対して義
務付けられており［Zamb㎝，1999，p．555］，株主総会において監査役に選任さ
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図表4：英国企業およびイタリア企業の調整表と比較可能性指数
Telecom　Italla社の99年度純利益の調整表と比較可能性指数
単位：100万ドル
金額 比較可能性指数
イタリアGAAPに墓づく株主帰属利益 3，364
調整項目
営業権の償却 一375 1，129ユ77
再評価した有形固定資産の減価償却費 164 O．943507
有形・無形固定資産に関する会社閻利益 88 0．969687
建設中の有形固定資産に関する利子の資本化 一121 1．041681
繰延税金 7 0．997589
社会保障基金への拠出 75 0．974165
企業結合に関する会計処理 一1ユ3 ユ．038925
工事完成墓準に基づく収益 一56 ユ．Oユ9290
従業貝に対する株式オプション，その他の株式の授与 一130 ユ、044781
米国GAAPに基づく株主帰属利益 2，903 1．15880ユ
British　Telecom社の99年愛純利益の調整表と比較可能性指数
単位：100万ドル
金額 比較可能性指数
英国GAAPに基づく株主帰属利益 2983
調整項富
年金コスト 一104 1．040170
余剰年金の積立て 一284 L109695
建設中の有形固定資産に関する利子の資本化 一19 1．007339
営業権の償却 85 0．967169
無形固定資産の計上と償却 一226 1．087292
金融資産の評価 一6 ユ、002317
繰延税金 220 0．915025
その他 一60 ユ．023175
米国GAAPに墓づく株主帰属利益 2589 1．152182
比較可能性指数の計算式；
純利益の比較可能性指数＝1 米国GAAPに基づく利益一英または伊GAAPに墓づく利益米国GAAPに基づく利益の絶対値
各調整項目の比較可能性指数＝1一 特定の項目において生じる相違米国GAAPに墓づく利益の絶対値
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れるのは公認会計士（reViSOre　Contai1e）として登録されている者である
［Zambon，1999，p．558］。1998年の大統領令により，上場企業については，監
査役会の会計監査に関する権限が外部監査に委譲されたものの，非上場企業に
ついては旧態依然のままである［Zambon，1999，p．556］。
　ここで注目されるのは，外部監査は会計事務所，すなわち営利組織によって
行われ，内部監査は監査役としての公認会計士，すなわち個人によって行われ
る点である。外部監査の対象となる上場企業は1998年の段階でわずか200社程
度であり［Ano皿ymous，1998f，p．8］，監査市場の拡大を求め，非上場企業への
外部監査適用を主張する会計事務所と，それに反対し，内部監査の存続を訴え
る会計士団体との間では，かねてより対立関係がみられていた［An㎝ymous，
1998f，p．8；Zamb㎝，1999，p．555］。この会計事務所というのは主にビッグ・
ファイブを指している［Zambon，1999，p．555］。
　ビッグ・ファイブは，国際的見地からイタリア監査制度の特異性を論拠に批
判を展開している。とくに監査役会による監査については，「国際的な基準に
従った会計監査とは認められず，外国企業の子会社のなかには，改めて外部監
査を依頼することにより，二重の監査を受けなければならないことになる」
［Anonymous，1999c，p．9］として，これを主な批判対象としている。
　その他にもEU域内におけるイタリア固有の特徴として，
①会計事務所は監査以外の業務（たとえばコンサルティング業務など）を行う
　ことが禁じられている
②外部監査の対象企業は，一定の間隔で会計事務所を変更しなければならな
　い26
③会計事務所に対する訴訟が，他のEU諸国と比較して非常に多い
などがあげられている27。
　これらの特徴についても，ビッグ・ファイブは，主に会計事務所の経営上の
観点から，批判を加えている。①については，その傾向がとくに顕著である。
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というのも，イタリア国内では監査業務についてビッグ・ファイブがすでにか
なりのシェアを占めているため，各事務所とも増収をはかるには，監査業務以
外のサービスの充実に活路を見出すことが重要だからである［An㎝ymous，
1999d，p．ユ4］。また②については，会計事務所の変更にともなう監査報酬の急
激な減少が弊害として指摘されている［A・onym㎝s，1998f，pp．8－11］。③は監
査制度の二重構造と密接に関違した特徴と思われる。「イタリアでは，訴訟事
件には経営者や監査役会が深く関与している場合が多いものの，会計事務所を
相手にした訴訟の方が多い」［Anonymous，1998f，p．11］とされるが，これは
会計事務所と監査役の責務について，その違いを法律で明示していない
［Zambon，1999，p，555］ことが一因であると考えられる。この点からもビッ
グ・ファイブは関連法規の早期改正を強く主張している［An㎝ymous，1999c，
P，9］。
　これに対し，レジェンド付き監査報告書の観察されなかったギリシャ，スペ
インはイタリアと状況をかなり異にしている28。ギリシャでは，1992年の大統
領令により，それまでギリシャ企業の監査を独占的に担当してきた準国営の会
計士団体29が解体・民営化されるとともに，民間の会計事務所の活動が認めら
れた［Ballace，1999，p．367］。以来，ビッグ・ファイブもギリシャに参入し，
着実に監査ならびにその他の業務の市場シェアを伸ばす［An㎝ymous，1998g，
p．6］とともに，民営化された旧国営の監査事務所とも良好な関係が保たれて
いる［An㎝ym㎝s，ユ998g，p．7］。スペインにおいても，ビッグ・ファイブは，
同国の好調な経済に支えられ，シェアを伸ばすことに成功した［Anonymous、
ユ998h，p，4］。とくにスペイン企業の国際化の進展にともない，ビッグーファ
イブのビジネス・チャンスが増えている［Anonymous，1998i，p．7］ことが指
摘される。また。両国ともに，外部監査の対象となる企業が，イタ1〕アのよう
に上場企業に隈られることはない［Caseley，1999，p．462；Martinez，1999，p．
993］。
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　以上のことから言えるのは，イタリアにおいてビッグ・ファイブが，同国の
独特な制度から，その業務拡大に困難を生じているという点である。ビッグ・
ファイブは，こうした制度上の特徴が監査報酬の減少につながり，ひいては優
秀なパートナーの獲得・維持にも影響を及ぼすと懸念している［An㎝ymous，
1999c，p．10；An㎝ymous，1998f，p．11］。端的に言えば，ビッグ・ファイブが
監査を実施するにあたって，イタリアは相対的に制約の多い国ということにな
る。このことが，イタリア企業の英文監査報告書にレジェンドが付いた申心的
な理由ではないかと恩われる。つまり，イタリアにおけるレジェンドの意味
は，監査制度の特殊性によって自らの監査実務に支障をきたす可能性があるこ
との弁明と考えられる。したがって，ビッグ・ファイプの作成した監査報告書
に付いたレジェンドは，監査の制度面に問題があることを指摘するものと解さ
れる。
　ただし，ここで注意したいのは，イタリアにおけるレジェンドの記載が，同
国内におけるビッグ・ファイブの監査市場拡大戦略と結びついていると考えら
れる点である。前述のように，ビッグ・ファイブはイタリアにおける監査市場
の拡大を求め，その制度改革を要求している。その国の企業が国際的な信用を
得る上で，監査報告書におけるレジェンドがマイナス要因となることは否めな
い。ビッグ・ファイブが自らの作成した監査報告書にレジェンドを付け，イタ
リア企業の財務諸表の国際的一般性を問うことは，制度改革を要求する上での
圧力となりうる。さらに，レジェンド問題が企業によって重視されれば，その
制度改革について，イタリア産業界からの支持を得ることにもつながる。事
実，日本でもレジェンド記載の要請がきっかけとなり，経団連が会計・監査制
度の改革案30を大蔵省や日本公認会計士協会に提言した［1ヨ本経済新聞，1999
年11月9日，p．5］という経緯がある。
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7．おわりに
　以上のように，レジェンドは，①世界銀行やUNCTADからビッグ・ファイ
ブに対してアジア経済危機をめぐる対策が求められた段階，②ビッグ・ファイ
ブから特定のアジア諸国にレジェンドの記載を要請した段階，③イタリアにお
いて自らの監査報告書にレジェンドを付けた段階，それぞれの場面によって，
若干意味を異にすると言ってよい。それはビッグ・ファイブが，当該国にレ
ジェンドを要請するか否かの判断基準を，自分達の価値観や権益に置いている
点に起因していると考えられる。
　本稿ではアジア，ヨーロッパを中心にレジェンドに関する検討を試みてき
た。これに対し，日本の監査法人に要請された段階で，レジェンドはどのよう
な意味の警告を発するものとなるのか，興味深い。というのも，日本において
レジェンドが要請された背景には，アジアやヨーロッパに比べ，かなり複雑な
要因があるように思われるからである。
　英文監査報告書へのレジェンドの記載が要講された99年は，海外からの批判
を受け，いわゆる会計ビッグ・バンと呼ばれる会計基準改定，ならびに監査制
度の見直し31が進められていた時期である。したがって，レジェンドの記載内
容通り，会計・監査基準そのものに問題があると考えられている部分があるの
かもしれない。その一方，アジア地域でレジェンドの要請された国と同様，日
本は外国会計事務所の直接参入が認められていない国であ乱さらに監査役監
査が制度として強く根付いている国でもある32。
　本稿は，主に海外でレジェンドが要請された背景を明らかにし，その意味す
るところを地域ごとに検討した。したがって，今後，いかにして監査報告書か
らレジェンドを取り去り，当該国の会計・監査の国際的信頼を回復するかとい
う政策的なテーマにまでは言及しなかった。本稿はレジェンドの問題を国際会
計・監査の枠組みで捉えたものである。その点でひとつ言えるのは，IAS等を
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通じ，各国で同等の会計基準が採用されるようになったとしても，国際会計に
おいて議論されるすべての問題が解決されるわけではないということである。
今回のレジェンド問題の検討を通じて，そのことが明らかになったであろうと
考える。日本のレジェンド問題については，本稿での議論を踏まえて，さらに
国際会計・監査の塞礎理論に立脚した議論を展開したいと考えている。
注1　日本企業の英文監査報告書におけるレジェンド問題について最初に報道したのは1999年7月28
　　日付の日本経済新聞工p．19］ではないかと思われる。
　2　ピッグ・ファイブはArther　Anderse皿，Deloitte＆To皿che，Emst＆Yomg，KPMG．Pr1一
　　㏄WaterhouseCoopersという米国5大会計事務所の総称である。
　3　この独立の記述部分について，たとえばCaims［ユ999，p，124］において，その具体例が紹介
　　されている。
　4　監査報告書の標準様式の修正を要する具体的な状況については，たとえばORe・lly　Hl・sch．
　　D舳ese　and　Ja㎝icke［1990，p．930；中央監査法人訳，1993，p．866］，Guy，Aldeman加d　Win－
　　ter畠［1999，p．694：p．700］を参照されたい。
　5　この点については鳥羽，秋月工20CO，pp．65－69コの議論によった。
　6　もっとも情報提供機能を，保証機能とは切り離して考え，その上で監査報告書の情報提供機能
　　拡張という文脈にあてはめて考えれば，レジェンド付き監査報告書も情報提供機能拡張の一環と
　　位置付けることができるかもしれない。
　7　たとえばイタリアのCompart社の99年度アニュアル・リポートにおける英文監査報告書で
　　はコレジェンドが説明区分として監査載告書本文のなかの独立したパラグラフを構成してい乱
　　同様に．韓国企業の英文監査報告書でも，意見区分の後にレジェンドの記載内容が説明区分とし
　　て設けられている。
　8　前出の日本経済新聞［1999年7月28日，p．19］において，そのように報道されている。
　9　このアジア経済危機の経緯についての詳細は，Asla　De。色1op皿㎝t　Ba皿k［1998．pp．19－23コや
　　経済企画庁総合計画局［1999，pp．22－25コを参照されたい。
　101ntemati㎝射Finan㏄Corpomti㎝［1995，p．268］を参照。同書では発展途上国の会計基準につ
　　いてGood，Adeqmte，Poorの3段階評価を試みているが．インドネシアおよび中国は，最も低
　　いPoorの評価を受けている。
　11とくにインドネシアについては監査人の資格に関する制度の不備が指摘されている工Asia　De一
　　・elopment　Ba皿k，！995，p．227コ。一方，フィリピンについては，制度そのものより．企業の情報
　　開示姿勢が間題視されている［Asia　DeTelop皿㎝t　B藺皿k，1995，p－227］。
　12同氏はピッグ・ファイブの一つであるEmst　and　Yomgの元パートナーという経歴をもつ。
　13同報告書草案は，1999年2月ジュネープにおける1SARの第16回総会における討論を前に関係
　　者に公開されたもので，バングラデイッシュの研究者，Zubaidur　Rahm細によって記されたも
　　のである［Ano聰y皿ous．1999b，P．1Oコ凸
　14このパラグラフで紹介した報皆書草案の内容はAnony血ous［1998b，pp．2－3］，Anonymous
　　［ユ998c，Pλ］，Amny皿ous正1998d．P，9コ，Ano1ly口・01］s［1998e，P．1O］，Anonymous［1999b，PP
　　9－lO］をもとに記述したものである。というのも，同報皆書草案は，公表されたかどうかは不明
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　な（1999隼8月現在）［塩原，2000，叫45］ためであ飢2000年7月現在，UNCTADのホーム
　ページで公關されている出版物一覧（http：〃www．unctad　o㎎／en／pub／publistall－en－htm）にも，同
　報告書の名前はない。ゆえに，その内答に関しては；同草案について報じた各雑誌のリボートに
　依拠せざるをえなかった。
15　自由市場を通じた資源の効率的配分と会計システムとの関係について，詳しくはLee（1987），
　Ndubi・皿（1992）およびRiahi－Be！k盆㎝j（1994）等の文献を参照されたい。
16他の国はすべて当該国の公認会計士協会が会計基準設定主体となっている［S副udagaran加d
　Diga，2000，p．5］。
17この証券取引委員会も米国のそれをモデルとして設立された［Saud且gamn　md　Diga，2000，p
　12］。
18　日本でも新聞紙上ではレジェンドに警句という訳語が付けられている。1999隼7月28日付の日
　本経済新聞［p．19］を参照されたい竈
19〃噺〃〃ん舳〃海地卿の1998隼11月号においても，その可能性が示唆されてい飢同誌
　では，「ヨーロッパや北米企業の財務諸表で国際基準に準拠していないものについても，（アジア
　藷国と一引用者）同じ措置を取るべきだ」［An㎝ymous，1998c，p－4］と述べられている包
20そのシェアの高さを表す一つの指標として，ヨーロッバにおける会計事務所の収入額（I998隼
　度末）［An㎝ymus，1999e，p11］があげられる。そこではビッグ・ファイブが上位5位を占めて
　いるむ
2ユイタリアではTel㏄om　I肋1ia社とCoInpart社の英文監査報告書にレジェンドが記載されてい
　た。前者はA汕er　Anders㎝，後者はDe1oitte＆Toucheによる監査報告書である
22Tel㏄o皿Italiaとの比較のために，同じ通信産業に属し，アニュアル・リポートにおいて米国
　GAAPへの調整表を開示している欧州企業を探した繕果，Britlsh　Telecom社がその条侍を満た
　していたため，ここで岡社を引周した。いずれの会社も，通信産業では両国を代表する最大手企
　業である。
23比較可能性指数とは，ある特定国のGAAPに基づいた場合の会計数値をもとに（この場合は
　米国GAAP），自国の会計数値がそれとどの程度乖雛しているかを表した指数である。指数の算
　出は図表4の下に示した通りである。詳細についてはRobe淋，Weetm帆and．G乙rd㎝［1998コ、
　pp61－65を参照されたい。
241995隼以降，監査役会を構成する監査役は，EUの会社法第8次指令との兼ね合いで，公認会
　計士の有資格者でなけれぱならなくなづた。しかし，それ以前には，監査役は必ずしも有資格者
　に限られなかった。
25監査役会は監査報告書を作成するが。そのなかで財務諸表の適正性についても言及される。こ
　の報告書は通常企業のアニュアル・リボートに添付され乱なお，このパラグラフの本文と桂に
　おけるイタリア監査制度の概要はZa皿b㎝［1999，pp．554－568コの記述を参考に婁約したもので
　ある。
26　1期3年で3期違続，含計9年聞は同じ監査人と契約できる。その後，当該監査人と再契約す
　るには，最低1期，別の監査人と契約しなければならない［Z副mbon，ユ999，p・56ξ］甘
27　これらの特徴については，A皿o口y皿o口s［1999c，p叫7－1O］、A耐㎝ymus［1999d；pユ0－15コ，A㎜一
　皿ymous［1998i，pp．8－11］において指摘されている点を要約したものである。
28ポルトガルについては．今圓の調養で観察された事例があまりに少ないので，一ここで議論する
　ことは避けたいと恩うo
29これは宣誓会計士団体（Som且0rkolo皿Lo鎮st㎝；SOL〕と呼ばれる團営の団体であっれもっ
　とも，所属する会計士には公務員としての地位は与えられていなかった［Balla‘巳1999・p・356］
　ため，正式には半官半民の組織であった竈
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30具体的には米国GAAPなどに準拠した財務諸表の作成を国内でも容認することを求める内容
　であった。
31たとえば，1999年5月，日本公認会計士協会によって発足された晶質管理レピュー制度は，同
　協会の「監査に対する信頼回復策」［日本経済新聞，1999年5月19日付夕刊，p．5］と目される。
　また同年，大蔵省の公認会計士審査会の作業部会が公認会計士法の改正に着手した。改正の主な
　論点はゴーイング・コンサーン規定の導入，会計士登録制度の更新性の導入，会計士研修制度の
　拡充，監査対象企業の規模に応じた監査人数，日数などの墓準導入，監査法人への有隈責任性の
　導入などである［日本経済新聞，ユ999年6月25日付，p－1］。この制度改革の背景にも，海外から
　の日本の監査に対する不信感を早急に解消したいという考えがある［日本経済新聞，1999年6月
　25日付，p．5］。
322000隼4月，法務省は株式会社に関する商法の規定を抜本的に見直しすことを発表した。その
　見直しの具体的事項が日本経済新聞工2000年4月12日．p．ユ］において示されているが，そこに
　監査役監査に関する事項は含まれていない。このことは，監査役監査が日本に強く根付いている
　ことを表す一つの証左となりうるのではないだろうか。
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